
 - 1 -

 
平成 28 年１月 29 日 

各      位  

                                                       会 社 名      オ ー ナ ン バ 株 式 会 社 

                                                       代表者名      代表取締役社長 遠 藤 誠 治 

                                                        （コード番号 ５８１６ 東証第二部） 

                                                       問合せ先  取締役管理統括部長 武田 豊 

                                                            （TEL．０６－６９７６―６１０１） 
 

固定資産の譲渡ならびに海外連結子会社の解散及び清算に関するお知らせ 
 

 当社は、本日開催の取締役会において、経営効率を向上させるために、下記のとおり固定資産の譲渡

ならびに連結子会社である ONAMBA(M)SDN.BHD.（本社：マレーシア ジョホール州、以下、「ＭＡＯ」とい

う。）の解散及び清算を決議いたしましたのでお知らせします。 
 

記 

 

Ⅰ．固定資産の譲渡 

 １．譲渡の理由 

 経営資源の有効活用、財務体質の向上及び資産効率向上のため、次の固定資産を譲渡することとい

たしました。 

 

 ２．譲渡資産の内容 

資産の名称、内容及び所在地 土地 建物 現況 

大阪府泉大津市板原町４丁目 1282 

オーナンバインターコネクトテクノロジー㈱ 

（旧泉大津工場） 

851 ㎡ 

（公簿） 
1,366.36 ㎡ 閉鎖工場 

 

３．譲渡先の概要 

譲渡先は国内法人１社でありますが、譲渡先の意向により公表を控えさせていただきます。 

なお、当社と譲渡先との間には、資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者として特筆すべき事

項はございません。 

 

 ４．譲渡の日程 

    契 約 締 結 平成 28 年２月中旬（予定） 

    物件引渡日 平成 28 年３月上旬（予定） 

 

５．今後の見通し 

当該固定資産の譲渡により、当第１四半期連結決算において、事業構造改善損失（固定資産売却損）

として 64 百万円を特別損失に計上する予定であります。 
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Ⅱ．海外連結子会社の解散及び清算 

１．解散の理由 

ＭＡＯの今後の経営見通しを検討した結果、同社の解散及び清算を決議いたしました。 

 

２．解散する連結子会社の概要 

  (1) 名    称 ONAMBA(M)SDN.BHD. 

  (2) 所  在  地 マレーシア ジョホール州 

  (3) 代表者の氏名 取締役社長 丸尾雄二 

  (4) 事 業 内 容 電線の加工・販売 

  (5) 資  本  金 18,500 千 RM 

  (6) 設 立 年 月 日 昭和 62 年８月 

  (7) 上場会社と当該会社の関係 

    資 本 関 係 当社 100％出資の子会社 

    人 的 関 係  当社取締役管理統括部長武田 豊は、当該会社取締役を兼務しているほか、 

当社従業員２名が当該会社取締役を兼務 

    取 引 関 係  電線部品等の仕入、電線加工製品の販売 

    関連当事者への該当状況 

当社の子会社であることから関連当事者に該当 

 

３．解散の日程 

  解散及び清算の日程につきましては、平成 28 年２月より解散及び清算の手続きを開始し、現地の

法律に従い、必要な手続きが完了次第、清算結了となる予定であります。 

 

４．今後の見通し 

 ＭＡＯの解散及び清算の決議により、当第１四半期連結決算において、事業構造改善損益として 40

百万円を特別利益、70 百万円を特別損失に計上する予定であります。なお、事業構造改善損益には、

現時点で見積可能な概算費用を含んでおりますが、今後、清算にあたり、他に追加で事業構造改善損

益を計上する可能性があります。 

なお、今後予定されております建物の売却先が決定し、業績に及ぼす影響などの公表すべき事実が

生じた場合には、速やかに公表いたします。 

また、清算結了時には、為替換算調整勘定取崩損益の計上が見込まれます。 

 

 

Ⅲ．業績予想 

  平成 28 年 12 月期の業績予想につきましては、平成 28 年２月５日開示予定の「平成 27 年 12 月期決算

短信」にて公表する予定であります。 

 

以  上 


